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横浜銀行 様

住所変更等の「本人確認」を完全オンライン化
本人確認済みの顧客情報の連携
　大手地方銀行の横浜銀行では、顧客の住所変更の手続きをWeb上で完結するた
め、金融機関では初となる「本人確認アシストAPI」を導入。
　本人確認済みの顧客情報の連携により、Web上の煩わしい手続きが簡略化。顧客
にとっても入力作業が簡単になり、最短での手続き完了を実現させた。また、これまで
必須だった電話での本人確認の手間が省けたことで、膨大だったコールセンターの
負担も軽減。「非対面での手続き完了」はさらなる利用者増加へとつながり、今後、さま
ざまな個人情報が必要となるサービスにおいても「完全オンライン化への足掛かり
になる」として、金融業界の注目を集めている。

導入サービス

導入前の
課題 Web上での住所変更受付を行っていたものの、

最終的には申請した顧客本人との電話〈対面〉で
の確認をしなければならなかったため、手続き
完了までに2～3日を要していた。

顧客とすぐに電話が繋がらないケースも多く、コ
ールセンターが顧客本人に何度も電話をかけた
り、その現状を共有していなければならないなど、
労働負担が大きかった。

これまでは、インターネットバンキングで手続きを
してもらう際にワンタイムパスワードを用意しても
らうなど、顧客に負担を強いざるを得なかった。
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1 本人確認済みの顧客情報の連携によって電話
確認が不要となり、Webのみでより簡潔に最短
で手続き完了できるようになった。

約25％の電話確認を削減できたことで、コール
センターの負担軽減に役立てることができ、繁忙
が予想されたコロナ禍においても増員すること
なく対応できた。

Web上のみで完結できることになり、他の手間
が一切不要になったことで顧客の負担を軽減さ
せ、顧客の利便性向上に大きくつながった。
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1
導入後の
成果

BEFO
RE

AFTER

導入の
きっかけ

お客さまの声 電話確認の手間を省き、「変更手続き」を簡略化したい
Web上のみで完結し、利用者のストレスを軽減したい

　横浜銀行では、お客さまからWeb上だけで毎
月約5000件ほどの住所や電話番号の変更手続
きが申請されます。しかし個人情報の保護に万
全を期すためには、たとえインターネットバンキ
ングをご契約のお客さまであっても、Web上か
らお手続きをされる場合は、最終的にお電話で
ご本人の意思確認を取る必要があり、手続き完
了まで2～3日要してしまうのが実情でした。この
作業において、コールセンターでは一日に一人
あたり最低でも50～60人に対応せねばならず、
お電話も必ずすぐにご本人と通じるわけではな
いため、情報共有が必要となります。このように
膨大な労力を要するうえに、時間もかかってしま
うという課題がありました。
また、お客さまにおかれましても、これまでは

「ワンタイムパスワード」をご準備してもらう必要
があり、もうひと手間のご負担をかけてしまうこ
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するなど積極的な顧客ファーストでサービス向上を目指
すとともに、金融機関の技術革新に邁進している。
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とも大きな課題でした。よってWeb上でのサー
ビスを簡潔にする必要があり、よりスムーズに
本人確認を行える非対面チャネルを模索して
いました。
　誰もがWeb上のみで簡単に手続きを完了さ
せられるようになれば、双方の負担を軽減でき
るだけでなく、お客さまにより便利なサービス
を提供できるようになる。これを実現するため、
「本人確認アシストAPI」の導入を決めました。



導入の
効果

お客さまの声 顧客、銀行がともに負担軽減の好ループで、「即時完了」が実現
利用者急増で、顧客の手続きを完全オンライン化

最大の目的は、「電話確認の不要化」でした。これまではインターネットバンキングで住所変更する際に
「ワンタイムパスワード」が必須で、最後はどうしてもお電話での本人確認が必要でした。しかしお客さまに
とって住所変更は頻繁に行う手続きではなく、それだけのためにワンタイムパスワードを取得していただく
こともまた、ご負担につながっていました。そのため、Web上で手続きに二の足を踏まれてしまうお客さまも
多かったのです。しかし、「本人確認アシストAPI」ではそれを必要としないため、最初から最後までWeb上
で簡単に手続きが完了できます。このことでお客さまがストレスなく住所や電話番号の変更手続きを行える
ようになり、最短での手続き完了が可能となりました。
　導入前、私どもでは、これによってWeb上での受け付けるすべての住所変更手続きのうち、ドコモご契約
者さまの認証の利用割合を16％にまで引き上げることを目標に立てていたのですが、なんと導入から2か
月間で20～25％ご利用いただき、1000件以上の変更手続きが行われました。また、現在は非対面の需要
がますます高まっており、さらに導入から半年で4割程度にまで利用されるお客さまが急増しています。
　このおかげでコールセンターの業務負担を大幅に軽減することもでき、予想以上の成果が出ています。
　銀行が他社の本人確認サービスを利用するのは異例で、個人情報の取扱いとなるため当初は迷いもあ
りました。しかしドコモの契約者情報は「携帯電話不正利用防止法」　の厳正な法律に準拠しており、その
安全性が担保されていることで、あんしんと信頼が置けるものだと判断しました。
　金融業界では初の取組みとなりましたが、好スタートを切れたことで、今後はもっとさまざまな非対面チ
ャネルに活用していこうと考えています。また、どの手続きも完全オンライン化が必須となりつつあるいま、
他の金融機関さまにも取り入れていただければすべてのお客さまの利便性が向上すると思いますし、私た
ちの未来に欠かせないサービスとなる可能性を秘めていると実感しています。

営業担当者からのメッセージ

導入システムの概略図

デジタルトランスフォーメーション推進という大きな経営課題のなかで、口座情報変更の際の窓口およびコールセンターの稼
働削減が、「本人確認アシストAPI」をご採用いただく上でのポイントとなりました。また、外出自粛や在宅勤務が求められる状
況において、チャネルの非対面化という点で、付加価値のあるサービスとなりました。お客さまとドコモ（ウォレットビジネス部）
の持つ知見を結集したことにより作り上げることのできたサービスだと考えています。お客さまの「デジタルトランスフォーメー
ション」の推進に少しでも貢献していけるよう、お客さまの持つインフラやサービスに対して、「ドコモとして何ができるか」を常
に考え、新たな価値創造による協創を実現していきたいと思います。
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